
 

債券の元利償還に係る消滅時効に関する法律規定 

 

〇 地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第 5条の 6 

（会社法の準用） 

第五条の六 会社法（平成十七年法律第八十六号）第六百八十三条、第七百一条、第

七百五条第一項から第三項まで及び第七百九条の規定は、前条第一項の地方債につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「会社」とあるのは「地方公共

団体」と、「社債原簿管理人」とあるのは「地方債原簿管理人」と、「社債原簿」と

あるのは「地方債原簿」と、「社債管理者」とあるのは「地方債の募集又は管理の委

託を受けた者」と、「社債権者」とあるのは「地方債権者」と、「社債券」とあるの

は「地方債証券」と読み替えるものとする。 

 

〇 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 705 条第 3項 

（社債管理者の権限等） 

第七百五条 社債管理者は、社債権者のために社債に係る債権の弁済を受け、又は社

債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為をする

権限を有する。 

２ 社債管理者が前項の弁済を受けた場合には、社債権者は、その社債管理者に対し、

社債の償還額及び利息の支払を請求することができる。この場合において、社債券

を発行する旨の定めがあるときは、社債権者は、社債券と引換えに当該償還額の支

払を、利札と引換えに当該利息の支払を請求しなければならない。 

３ 前項前段の規定による請求権は、十年間行使しないときは、時効によって消滅す

る。 

４ 社債管理者は、その管理の委託を受けた社債につき第一項の行為をするために必

要があるときは、裁判所の許可を得て、社債発行会社の業務及び財産の状況を調査

することができる。 

 

〇 国債ニ関スル法律（明治 39 年法律第 34 号）第 9条 

〔国債の消滅時効〕 

第九条 国債ノ消滅時効ハ元金ニ在リテハ十箇年、利子ニ在リテハ五箇年ヲ以テ完成

ス但シ外国ニ於テ起債シタル国債（外国ニ於テ起債シタル地方債又ハ社債ニシテ国

ガ元利仕払義務ヲ承継シタルモノヲ含ム）ニ付テハ当該起債地ノ法令又ハ慣習ニ依

ルコトヲ得 

② 割賦償還ノ方法ニ依リ償還スベキ国債ノ賦金（元金ト同時ニ仕払ハルベキ利子ヲ

含ム）ノ消滅時効ハ十箇年ヲ以テ完成ス 


